
別表１ （Ａ４）

分別解体等の計画等

建築物の構造
木造   □鉄骨鉄筋コンクリート造  □鉄筋コンクリート造

□鉄骨造  □コンクリートブロック造  □その他（                ）

建築物に関する

調 査 の 結 果

建築物の状況 築年数 ５０ 年、棟数 １ 棟

周 辺 状 況

周辺にある施設 住宅 □商業施設 □学校 □病院

□その他（   ）

敷地境界との最短距離 約 １ ｍ

建築物に関する

調査の結果及び

工事着手前に実

施する措置の内

容

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作 業 場 所 作業場所 □十分 不十分 隣地使用承諾済、道路使用承諾済

搬 出 経 路

障害物  □有（      ） 無

前面道路の幅員 約 ４ ｍ

通学路  有 □無

交通整理員の常駐

搬出用に 2t トラックを準備

残 存 物 品
有

フロン（  業務用エアコン  ）

ＰＣＢ（  蛍光灯安定器  ）

その他（  テレビ      ）

ＰＣＢに関する諸官庁届出

【ＰＣＢ特別措置法】

届出済又は届出予定□無

石 綿

(アスベスト)

有

特
定
建
設
資
材
に

付
着
し
て
い
る

建材レベル１
（例：吹付け石綿）

石綿に関する諸官庁届出

【大気汚染防止法】

届出済又は届出予定

【労働安全衛生法･石綿障害予防規則】

届出済又は届出予定

□建材レベル２
（例：煙突の石綿含有耐火被覆材）

□建材レベル３
（例：石綿含有ビニル床タイル）

特
定
建
設
資
材
に

付
着
し
て
い
な
い

□建材レベル１
（例：鉄骨等への吹付け石綿）

□建材レベル２
（例：配管エルボの保温材）

□無
□建材レベル３
（例：スレートボード）

その他
（石綿
除く）

有
砒素含有石膏ボード メーカー引取り依頼済

□無

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工  程 作 業 内 容 分別解体等の方法

①建築設備・内装材等 建築設備・内装材等の取り外し

有 □無

手作業
□手作業・機械作業の併用
併用の場合の理由（           ）

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し 

有 □無

□手作業
手作業・機械作業の併用
併用の場合の理由（  腐朽       ）

③外装材・上部構造部分 外装材・上部構造部分の取り壊し
有 □無

□手作業

手作業・機械作業の併用

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの取り壊し 

有 □無

□手作業

手作業・機械作業の併用

⑤その他
（          ）

その他の取り壊し 

□有 無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

工 事 の 工 程 の 順 序

上の工程における①→②→③→④の順序

□その他（                              ）

 その他の場合の理由（ ）

内装材に木材が含まれる場合

①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

可 □不可

 不可の場合の理由（ ）

建築物に用いられた建設資材の量の見込み ４０ トン

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類
ごとの量の見込み及びその
発生が見込まれる建築物の
部分

種  類 量の見込み 発生が見込まれる部分（注）

コンクリート塊 ２５ トン □① □② □③ ④ □⑤

□アスファルト・コンクリート塊 トン □① □② □③ □④ □⑤

建設発生木材 １０ トン ① ② ③ □④ □⑤

（注）①建築設備・内装材等 ②屋根ふき材 ③外装材・上部構造部分 ④基礎・基礎ぐい ⑤その他

備考

□欄には、該当個所に「レ」を付す。又は■とする。                          【平成３０年４月版】

建築物に係る解体工事

記載例

周辺施設、近隣との
近接状況などを記載

機械設置場所及び
作業スペースの状況、
対処方法を記載

搬出経路の状況及び
搬出で支障となる
事項、対処方法を記載

特定建設資材に付着
している(していない)
石綿の有無と対処方法
を記載又はチェック。

大気汚染防止法又は
労働安全衛生法・
石綿障害予防規則の
届出に関する問合せ
は、保健所又は
労働基準監督署まで
お願いします

解体建築物内部や敷地
内残存物品の有無及び
対処方法を記載又は
チェック

解体時に発生する
有害物質（石綿以外）
の有無と名称、対処
方法等を記載

原則として手作業
であるが機械併用の
場合は理由を記載

原則として手作業
であるが機械併用の
場合は理由を記載

その他の場合は
順序と理由を記載

石膏ボード等木材と一体
となった資材の事前取り
外しの可否を選択。
不可の場合は理由を記載

特定建設資材だけでなく全ての
資材の合計見込み量を整数で記載

発生が見込
まれる部分
を(注)から
選択し、
チェック種類を選択し、廃棄物の発

生見込み量を整数で記載


